議会運営委員会会議録（要旨）

日　時　平成24年11月14日(水)

午前10時～午前11時48分
場　所　長久手市役所　2階委員会室
出席者　委員長　正木祥豊、副委員長　さとうゆみ、
　　　　委員

岡崎つよし、川本勝幸、水野とみ子、
じんの和子、川合保生、　　

議長　伊藤祐司、副議長　加藤和男、
市長、総務部長、総務部次長、
議会事務局長、同局長補佐、同専門員

１　あいさつ
　　議長

 　 市長

・本日の議事は副委員長が行い、委員長は副委員長を補佐することとする。
２　議題

（１）　平成24年第４回長久手市議会定例会について

　ア 付議予定議案について

　　 　   市当局から議案53号から議案第66号までを説明した。市が洞小学校校舎増築工事

請負契約の締結についての議案を当初に出す予定だったが、本日入札を行った結果、

応札者がなく流れた。最終日に議案上程できるように調整する。
　　　 （委員長）
  　　　・市当局が議案の概要以外の補足説明をしたが、今後、補足説明も議案の概要に付け

加えてもらいたい。
　   イ 会期日程について

　　    事務局から説明し、11月30日（金）から12月19日（水）までの20日間の会期と
することを確認した。また、委員会については、総務委員会12月10日（月）・文教
福祉委員会12月11日（火）、建設環境委員会12月12日（水）の日程で了承した。
　　　

　ウ 議事日程について

　　    事務局から第１号から６号までについて説明し了承した。
初日と最終日の本会議終了後、全員打合わせ会を開催する。市が洞小学校校舎増築

工事請負契約の締結についての議案が最終日に上程されれば休憩し委員会付託する。
　エ その他
　　    事務局から付託表について説明。
（2） 地方自治法の一部改正について
　　   （事務局）

　　　　地方自治法の改正に伴い、議会として必要な条例等の改正について説明。
地方自治法の一部を改正する法律が平成24年９月５日に成立した。９月５日から施
行された部分と６カ月以内に施行しなければいけない部分がある。
議会に直接関係がある主な点を説明する。

1 地方議会の会期は、会議規則等で定めて通年議会とできること。
2 臨時会の招集権については、市長が招集しないときは、議長が招集することがで
きること。また、議員定数の４分の１以上の者から請求があったときは、議長が招集しなければいけないこと。
3 議会運営については、１点目、常任委員会、議会運営委員会、特別委員会に関す
ることは、地方自治法第109条に定めているが、今まで法律で定めていた部分を条例で定めることになった。委員の選任や任期について長久手市議会委員会に関する条例で定める必要がある。２点目が、今回の地方自治法改正では本会議で公聴会の開催、参考人の招致ができるようになった。本会議における公聴会の開催、参考人の招致について検討してもらいたい。
4 政務活動費については、単に名称が政務活動費に変わるだけでなく、交付目的が

「議員の調査研究」から、「議員の調査研究その他の活動に資する」と拡充された。
政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定めることになった。

例規の改正準備に取りかからなくてはいけないものとしては次の３件。

1 長久手市議会会議規則（本会議における公聴会、参考人についての取扱い）

2 長久手市議会委員会に関する条例

3 長久手市議会政務調査費の交付に関する条例

これらについては、改正法の公布後６月以内の政令で定める日から施行となる。

　　　　（副委員長）

　　　　まず、長久手市議会会議規則については、本会議における公聴会の開催、参考人の招致をできることとするのか。
　　　　（委員）

　　　・できる規定なので、入れなくても不都合はない。

　　　　（議長）

　　　　今回の地方自治法の一部改正でできるようになったが、長久手市議会委員会に関する条例で明記されることについても実施運用ができていない状況である。法改正に伴いすぐに入れ込む必要ない。また、本会議で公聴会や参考人を招致した場合の実費弁償については、今定例会に市当局が議案第66号長久手市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例についてを上程する。実費弁償については地方自治法の改正に伴い条例改正し、運用ができるようにしておきたいとのことである。現在、委員会でも公聴会の開催、参考人の招致は実例がなく、必要であればまずは委員会で行うことになると思う。

　　　 （結論）
　公聴会の開催、参考人の招致については、まずは委員会で対応し、長久手市議会会
議規則には追加しないこととする。
長久手市議会会議規則は、条文中に規定する地方自治法の条ずれの整理とし、改正
案を審議し、３月の定例会の上程としたい。

　　　 （副委員長）

次に長久手市議会委員会に関する条例についてはどうか。

（事務局）

　　　　旧地方自治法では「議員は少なくとも１つの常任委員となるもの」と規定していたが、委員会の所属について条例で規定することになった。本市議会での常任委員会の所属について「少なくとも１つの常任委員」とするか、兼任しないとするか議論してもらいたい。
　　　 （委員）

　　　・条例で明文化しないといけないのか。
　　　 （事務局）

　　　　旧地方自治法の「議員は少なくとも１つの常任委員となるものとする」という規定が、新しい地方自治法ではなくなり、条例で定めることとしている。今までどおりとしても、その文言を長久手市議会委員会に関する条例で規定しなければならない。
　　　 （結論）
　　　　長久手市議会委員会に関する条例については、委員会の所属に関しては現状の運用を規定することとし、事務局で案を作成し、３月の定例会に上程としたい。
　　　 （副委員長）
　　　　次に、どのようなものに政務活動費を充てるかについて意見はあるか。
　　　 （委員）
　　　・本市議会の政務調査費は１万円／月と少額であるので、今までどおりでよい。また、広報費の中に文書通信費を入れてもらいたい。
　　　・政務調査費を政務活動費に変えるだけでよい。
　　　 （議長）
　　　　対象とする経費を条例で定めることになっているが、全国市議会議長会の中間案に合わせる必要はない。現行の長久手市議会政務調査費の交付に関する規則の使途基準をそのまま条例で定めるところの対象とする経費の範囲にすればよい。広報費の中に文書通信費を追加したいとの意見があり、そうするのであれば運用指針の見直しも必要になる。
　　　 （事務局）
　　　　今回の改正では、第１条の「調査研究に資する」を「調査研究その他の活動に資する」に、第７条の「使途基準」を「政務活動費を充てることができる経費の範囲」とし、対象経費を別表として挿入することになる。また、条文中の「政務調査費」を「政務活動費」に改正する必要がある。年度途中で、政務調査費から政務活動費に制度が変わるが、12月をとおして精算（収支報告）できるよう附則で定めたいと考えている。
　　　 （委員）

　　　・勉強会等の講師への謝礼は現状では使途にないのか。

　　　 （議長）

　　　　現状ではない。入れるのなら会議費の内容に追加することになる。

　　　 （結論）
　　　　政務活動費については、広報費の中に文書通信費を入れることとし、事務局で案を作成する。
３　その他
　　　・11月23日（金）に第45回文化文政風俗絵巻之行列が南木曽町であるが、議員も来

　　　　てくれないかとの話があったので、有志で行くこととする。
　　　 （議長）

　　　　議会報告会の日程を決めてもらいたい。また、議会運営委員会視察についても行先・日程・テーマを決めてもらいたい。
　　　・日進市議会が11月18日（日）午前10時から議会報告会を開催する。
　　　 （結論）
　　　　次回の議会運営委員会で議会報告会の日程について、議会運営委員会視察について、各委員から意見を聞く。また、議長からの諮問についても次回の議会運営委員会で各委員から意見を聞くこととする。（資料は副委員長が作成）
　　  ・次回の議会運営委員会は11月27日（火）午前10時から開催。






